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親会社名  日本曹達株式会社（コード番号：4041）     親会社における当社の株式保有比率  53.5％ 

米国会計基準採用の有無   無 

 

１．15年3月期の連結業績（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

(1) 連結経営成績                                                                               (百万円未満切捨) 

              売 上 高           営業利益            経常利益       

 15年3月期     5,422百万円   0.6％             216百万円 △9.7％              190百万円  △13.9％ 

 14年3月期     5,392         △5.6               240          3.6                 221            7.5 

  

                     １株当たり  潜在株式調整後1  株  主  資  本    総 資  本      売  上  高 

           当期純利益    当期純利益  株当たり当期純利益 当期純利益率   経常利益率  経常利益率 

 15年3月期       303百万円 350.9％  18円  12銭  -- 円 --銭      5.0％     2.0％     3.5％ 

 14年3月期        67          --        4    01       --     --        1.1            2.3           4.1 

(注)①持分法投資損益       15年3月期   --  百万円  14年3月期   --  百万円 

  ②期中平均株式数(連結)    15年3月期 16,756,024株  14年3月期16,777,201株 

  ③会計処理の方法の変更   無 

  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)連結財政状態 

                    総 資 産       株主資本       株主資本比率     １株当たり株主資本   

 15年3月期          9,680百万円      6,162百万円        63.7％       369円 60銭 

 14年3月期      9,820                   5,945                       60.5                354     42 

 (注) 期末発行済株式数(連結)   15年3月期16,673,864株   14年3月期16,776,116株 

 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

          営 業 活 動 による      投 資 活 動 による     財 務 活 動 による      現金及び現金同等物 

          キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー     キャッシュ・フロー      期  末   残  高 

 15年3月期            408百万円        △51百万円           △422百万円       1,464百万円 

 14年3月期       599                 △1,261                    681                     1,530 

  

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 1社  持分法適用非連結子会社数 0社  持分法適用関連会社数 0社 

 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

  連結（新規） 0社  （除外） 0社    持分法（新規） 0社  （除外） 0社 

 

２．16年3月期の連結業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日） 

              売 上 高           経常利益           当期純利益 

  中  間  期        2,820百万円                    180百万円                       90百万円 

通    期           5,550                           320                            170 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  10円20銭 

※ 業績予想については、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後 

様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

    上記の予想に関する事項については、添付資料の４ページを参照して下さい。 



 

 

企 業 集 団 の 状 況 

 

当社の企業集団は、当社、連結子会社１社で構成され、物流事業（倉庫業・運送業等）、保険代 

理業およびその他の事業を行っております。 

なお、当社の親会社は日本曹達㈱であり、同社は化学品の製造、販売を行っております。 

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次の通りであります。 

 

 (1)当社グループの事業に係わる各社の位置づけ 

  ［物 流 事 業］ 

   倉庫業：寄託を受けた貨物を倉庫に保管し、あわせて倉庫荷役および流通加工を行う事業で 

       あり、当社は親会社である日本曹達㈱等の得意先から委託を受けております。 

   運送業：貨物自動車による貨物の運送、利用運送または運送取次を行う事業であり、当社は 

       日本曹達㈱等の得意先の依頼を受けて、貨物の利用運送を行っており、その一部に 

       ついて三倉運輸㈱に委託しております。 

   その他：上記事業に関連した梱包業、通関業等の事業であります。 

  ［保 険 代 理 業］ 

              損害保険の代理業務等を行う事業であります。 

  ［その他の事業       ］ 

           車両等の賃貸を行う事業であり、三倉運輸㈱は当社より賃借している車両等の設備 

       を利用して自動車運送業を行っております。 

 

 (2)事業の系統図 

 

 

      （関連当事者）              

          親会社：日本曹達㈱             得  意  先      

                             

 

 

 

 

 

 

                 当          社                

 

 

       物流事業（倉庫・運送等）      保険代理業     その他の事業    

 

                                車両の賃貸 

 

 

                                                   

連結子会社 

                      三倉運輸㈱ 
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経 営 方 針 

 

（１） 経営の基本方針 

 当社は、「顧客に対し誠意を持って接すると共に、安全で迅速･正確なサービスを提供する」を経 

営の基本方針と定めております。 

 この方針のもと、当社は、物流サービスの高度化・多様化する顧客ニーズにお応えするとともに、 

積極的に事業活動を展開し、株主、顧客、従業員などのすべての皆さまの理解と共感を得る企業活 

動行ってまいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 当社は、収益力の向上と財務体質の強化を図りながら、株主の皆さまへの利益配分につきまして 

は、安定的な配当の継続を基本方針と定めております。 

 内部留保につきましては、経営体質の強化と将来の事業展開に備えてまいります。 

 期末配当につきましては、１株につき３円とし、中間配当と会わせ、年５円５０銭（前期比１株

につき５０銭増配）の配当を予定しております。 

 

（３）会社の対処すべき課題 

 「経営の基本方針」を忠実に実践するとともに、経営効率化を着実に進め、経営基盤を強化し収

益力の向上を図ってまいります。 

 なお、本年３月末で綱島事業所・大黒ふ頭事業所は効率化のために閉鎖いたしました。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 会社が継続的に発展することを基本に、株主・顧客・従業員などすべての皆さまの理解と共感を

得る経営を実践していくことが最も重要な課題と考えております。 

 （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

 監査役制度を採用しており、監査役４名中３名が社外監査役（うち、常勤１名）であり、社外取

締役は、選任しておりません。 

 また、「コンプライアンス委員会」を設置し、企業倫理および遵法精神に基づく企業行動の徹底を

図ることを目的に、本年６月に実施を予定しております。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）当期の概況 

（業績の概況） 

 当期のわが国経済は、デフレ経済と株安が一層進み、民間設備投資や個人消費が低調に推移する 

など、景気は一段と減速傾向を強め厳しい状況で推移いたしました。 

倉庫業界におきましては、景気動向を反映し、生産調整などの影響を受け、貨物の入庫高・保管 

残高とも依然として低水準で推移し、厳しい経営環境でありました。 

このような状況のもと、当社グループは積極的な営業活動を行ってまいりましたが、取扱い貨物 

全般にわたり、荷動きが低調で推移いたしました。 

一方、全社的に業務の効率化を推進する中で、昨年10月、川崎事業所での危険品立体自動倉庫 

の操業を機に、神奈川県内倉庫の効率運営を目的に事業所の再構築を実施いたしました。 

 また、綱島事業所の跡地を譲渡したことにより特別利益として474百万円を計上いたしました。 

特別損失は、株式市場の低迷などにより101百万円を計上いたしました。 

その結果、当期の連結営業収益は5,422百万円（前期比0.6％増）、連結営業利益216百万円（前 

期比9.7％減）、連結経常利益190百万円（前期比13.9％減）、連結当期純利益は303百万円（前期 

比350.9％増）となりました。 

 

（セグメント別の概況） 

物 流 事 業 

 保管貨物の数量は、貨物全般にわたり減少し、荷動きが悪い上に、引き続き料金の逓減傾向も続 

き、倉庫業、運送業ともに減収となりましたが、親会社である日本曹達株式会社の工場内物流に進 

出したことなどにより作業は増収となりました。その結果、物流事業の営業収益は5,059百万円（前 

期比0.9％増）となりました。 

 

保 険 代 理 業        

火災、自動車等の損害保険および生命保険の販売を行っており、営業収益は221百万円（前期比 

3.8％増）となりました。 

 

その他の事業        

その他の事業としては主に自動車のリース業等を行っており、営業収益は141百万円（前期比 

13.2％減）となりました。 

 

（財政状況） 

 １．営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業収益の低迷や事業所再構築に伴う費用などにより、前期に比べ191百万円減少し、408百万 

円となりました。 

 ２．投資活動によるキャッシュ・フロー 

 立体自動倉庫の新設や固定資産の譲渡などにより、支出は前期に比べ1,209百万円減少し、51百 

万円となりました。 

 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借入金の返済を進めたことなどにより、支出は前期に比べ 1,104 百万円増加し、422 百万円とな

りました。 

 これらの結果、現金および現金同等物の期末残高は、前期に比べ65百万円減少し、1,464百万円 

となりました。 

なお、借入金の期末残高は前期に比べ324百万円減少し、2,060百万円となりました。 
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（２）次期の見通し 

 今後のわが国経済は、個人消費の低迷に国際情勢の動向も加わり、景気回復には見通しがなく、

倉庫業界におきましても、依然として厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 このような状況のもと、当社グループは、倉庫サービス、配送サービスの提供に全力を尽くして 

まいりますとともに、経営の効率化を着実に進め経営基盤を強化し収益力の向上を図ってまいりま 

す。 

 次期の連結業績につきましては、連結営業収益5,550百万円（2.4％増）、連結営業利益340百万 

円（56.8％増）、連結経常利益320百万円（67.7％増）、連結当期純利益170百万円（44.0％減）を 

予想しております。 

  なお、当社の業績につきましては、営業収益5,500百万円（1.7％増）、営業利益320百万円（61.0 

％増）、経常利益300百万円（65.5％増）、当期純利益160百万円（46.5％減）を予想しております。 
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比 較 連 結 貸 借 対 照 表 

 

（単位：千円） 

                        期    別    当連結会計年度    前連結会計年度     比 較 増 減    

  科    目                        平成15年3月31日現在   平成14年3月31日現在 

       （ 資  産  の  部 ）        

流  動  資  産                        2,378,514         2,367,234            11,280 

      現 金 及 び 預 金                      1,564,802         1,530,717            34,084 

      受取手形及び営業未収金                        680,849           749,101      △    68,252 

      た な 卸 資 産                            339               223               115 

      繰 延 税 金 資 産                         48,270            49,090      △       819 

      そ の 他 の 流 動 資 産                         89,561            46,900            42,660 

      貸 倒 引 当 金                   △     5,308      △     8,800             3,491 

  固  定  資  産                        7,302,064         7,453,151      △   151,087 

    有 形 固 定 資 産                           6,546,385         6,407,232           139,152 

      建 物 及 び 構 築 物                      1,932,513         1,788,465           144,047 

      機 械 及 び 装 置                        303,238           140,450           162,787 

      車 両 及 び 運 搬 具                        304,812           304,913      △       100 

      工 具 器 具 及 び 備 品                         88,165            50,567            37,598 

      土 地                      3,917,654         3,947,134      △    29,480 

      建 設 仮 勘 定                             --           175,700      △   175,700 

    無 形 固 定 資 産                              16,067            27,139      △    11,071 

      ソ フ ト ウ ェ ア                          6,448            17,001      △    10,552 

   施 設 利 用 権                          9,619            10,138      △       518 

    投資その他の資産                             739,611         1,018,779      △   279,168 

      投 資 有 価 証 券                        475,998           542,149      △    66,150 

      長 期 貸 付 金                            838             1,290      △       452 

      繰 延 税 金 資 産                        117,895           273,815      △   155,919 

      そ      の         他            146,458           209,705      △    63,247 

      貸 倒 引 当 金                   △     1,579      △     8,180             6,600 

 

      合                  計            9,680,578         9,820,385      △   139,807 
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（単位：千円） 

                        期    別    当連結会計年度    前連結会計年度     比 較 増 減    

  科    目                        平成15年3月31日現在   平成14年3月31日現在 

       （ 負  債  の  部 ）        

  流  動  負  債                        1,850,834         1,648,485           202,348 

      支払手形及び営業未払金                        398,710           343,139            55,571 

      短 期 借 入 金                      1,058,452           824,618           233,834 

      未 払 法 人 税 等                         44,600            38,500             6,100 

      賞 与 引 当 金                        124,600           136,200      △    11,600 

      そ の 他 の 流 動 負 債                        224,472           306,028      △    81,556 

  固  定  負  債                        1,667,154         2,226,143      △   558,988 

      長 期 借 入 金                      1,001,764         1,560,216      △   558,452 

      退 職 給 付 引 当 金                        604,357           619,493      △    15,136 

   役 員退職慰労引当金                         61,033            46,433            14,600 

      負 債 合 計                       3,517,989         3,874,628      △   356,639 

    （少 数株主持分        ） 

   少 数 株 主 持 分                     --                --                -- 

       （ 資  本  の  部 ）       

  資 本 金                                 --         1,831,000      △ 1,831,000 

資 本 準 備 金                                 --         1,516,580      △ 1,516,580 

連 結 剰 余 金                                 --         2,591,153      △ 2,591,153 

その他有価証券評価差額金                     --             7,314      △     7,314 

自 己 株 式                                 --      △       290           290 

 

資 本 金                          1,831,000                --         1,831,000 

資 本 剰 余 金              1,516,580                --         1,516,580 

利 益 剰 余 金              2,796,303                --         2,796,303 

その他有価証券評価差額金                 18,725                --            18,725 

自 己 株 式                       △        19                --      △        19 

      資 本 合 計                       6,162,589         5,945,757           216,832 

  負債､少数株主持分及び資本合計         9,680,578         9,820,385      △   139,807 

(注) １．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．有形固定資産の減価償却累計額          5,644,652千円        5,614,921千円         29,730千円 

   ３．担保資産及び担保付債務 

    ①担保に供している資産   建物            759,482千円          453,463千円        306,018千円 

                 土地         1,117,387千円        1,146,867千円      △ 29,480千円 

    ②担保付債務    短期借入金                 --千円          200,000千円        △ 200,000千円 

                           長期借入金         1,560,216千円        1,849,834千円        △ 289,618千円 

   ４．保証債務    親会社は、金融機関等借入金に対し債務保証を行っております。 

       札幌団地倉庫事業協同組合              1,898千円            2,244千円           △ 345千円 

   ５．連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前連結会計年 

度の末日が金融機関の休日のため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。       

             受 取 手 形             --千円           11,937千円         △ 11,937千円 

             支 払 手 形                --千円            2,025千円          △ 2,025千円 

     ６．自己株式(普通株式)                     136株              1,884株           △ 1,748株 
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比 較 連 結 損 益 計 算 書 

 

（単位：千円） 

                        期    別    当連結会計年度    前連結会計年度          

                                   平成14年4月 1日から   平成13年4月 1日から     比 較 増 減 

  科    目                         平成15年3月31日まで  平成14年3月31日まで 

  営  業  収  益                  5,422,418         5,392,587            29,831 

  営    業    費                  4,750,504         4,659,306            91,197 

           営 業 総 利 益                     671,914           733,280      △    61,365 

一 般 管 理 費                              455,122           493,084      △    37,962 

    役 員 報 酬                          90,270            92,825      △     2,555 

    給 与 ・ 賞 与                         134,515           140,385      △     5,870 

    賞与引当金繰入額                          18,688            19,517      △       828 

    退 職 給 付 費 用                           7,978             8,210      △       232 

    役員退職慰労引当金繰入額                   14,600            14,666      △        66 

    福 利 厚 生 費                          32,601            34,811      △     2,209 

    雑        費               156,467           182,666      △    26,198 

           営  業  利  益           216,792           240,195      △    23,403 

  営 業 外 収 益                               25,838            19,470             6,368 

       受  取  利  息                   261               518      △       256 

     受 取 配 当 金                     6,922             6,903                18 

       その他の営業外収益                          18,655            12,048             6,606 

  営 業 外 費 用                               51,859            38,209            13,650 

    支  払  利  息                36,009            30,217             5,792 

       その他の営業外費用                          15,850             7,992             7,857 

       経  常  利  益           190,770           221,456      △    30,685 

  特  別  利  益          474,394             8,411           465,982 

    投資有価証券売却益            --             8,411      △     8,411 

固 定 資 産 売 却 益         474,394                --           474,394 

特  別  損  失                    101,680            76,563            25,117 

     投資有価証券評価損                          69,781            72,203      △     2,422 

    投資有価証券売却損                           9,408               --             9,408 

     会 員 権 評 価 損                          22,491             4,360            18,131 

       税金等調整前当期純利益           563,484           153,303           410,180 

           法人税、住民税及び事業税             110,461           127,047      △    16,586 

       法 人 税 等 調 整 額           149,338       △   41,096           190,434 

           当 期 純 利 益           303,684            67,352           236,332 

 

(注) １．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書 

 

（単位：千円） 

                        期    別    当連結会計年度    前連結会計年度          

                                   平成14年4月 1日から   平成13年4月 1日から     比 較 増 減 

  科    目                         平成15年3月31日まで  平成14年3月31日まで 

   

  Ⅰ．連結剰余金期首残高                        --         2,607,690     △  2,607,690 

  Ⅱ．連 結 剰 余 金 減 少 高                            --            83,889     △     83,889 

     配 当 金                           --            83,889     △     83,889 

  Ⅲ．当 期 純 利 益                            --            67,352     △     67,352 

  Ⅳ．連結剰余金期末残高                            --         2,591,153     △  2,591,153 

 

（資本剰余金の部）     

  Ⅰ．資本剰余金期首残高         1,516,580                --         1,516,580 

    資本準備金期首残高         1,516,580                --         1,516,580 

  Ⅱ．資本剰余金期末残高         1,516,580                --         1,516,580 

   

    （利益剰余金の部）     

  Ⅰ．利益剰余金期首残高         2,591,153                --         2,591,153 

    連結剰余金期首残高         2,591,153                --         2,591,153 

  Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高           303,684                --           303,684 

    当 期 純 利 益           303,684                --           303,684 

  Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高            98,534                --            98,534 

    配 当 金            83,872                --            83,872 

    自 己 株 式 消 却 額            14,661                --            14,661 

  Ⅳ．利益剰余金期末残高         2,796,303                --         2,796,303 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

 

（単位：千円） 

                                         期     別  当連結会計年度    前連結会計年度 

                                                     平成14年4月 1日から   平成13年4月 1日から 

  項    目                                           平成15年3月31日まで  平成14年3月31日まで 

 Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ         

        税金等調整前当期純利益                     563,484           153,303    

    減価償却費                                          345,536           414,390 

        投資有価証券評価損                                   69,781            72,203 

        会員権評価損                     22,121             3,000 

    貸倒引当金の増加額                       1,190             9,060 

    賞与引当金の減少額                    △    11,600      △     2,300 

        退職給付引当金の減少額                         △    15,136      △     1,925 

    受取利息及び受取配当金                         △     7,183      △     7,421 

    支払利息                                             36,009            30,217 

        有形固定資産売却益                             △   510,699                -- 

    売上債権の減少額                                     64,269            33,984 

    仕入債務の増減額                             55,571      △    48,057 

    未払消費税等の増減額                       △    30,472            12,319 

    預り金の増減額                 △   125,282        112,171 

        その他                                               82,707            58,106 

            小     計                                    540,298           839,051 

    利息及び配当金の受取額                                7,183             7,421 

    利息の支払額                                   △    34,465      △    30,586 

    法人税等の支払額                               △   104,361      △   216,047 

  営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                                 408,655           599,838 

 Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

        定期預金の預入による支出                       △   100,000                -- 

    有形固定資産の取得による支出                   △   517,387      △ 1,306,853 

        有形固定資産の売却による収入            565,786               -- 

        無形固定資産の取得による支出                   △     2,282                -- 

        投資有価証券の売却による収入                          5,890            28,411 

    貸付による支出                                 △     2,264      △     2,980 

    貸付金の回収による収入                                2,688             4,614 

        その他                     △     4,256            15,185 

    投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                            △    51,825      △ 1,261,622 

 Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

    短期借入れによる収入                                600,000           535,000 

    短期借入金の返済による支出                     △   635,000      △   505,000 

    長期借入れによる収入                                     --           950,000 

    長期借入金の返済による支出                     △   289,618      △   214,672 

    配当金の支払額                                 △    83,737      △    83,534 

    自己株式の売却による収入                                 --               297 

       自己株式の取得による支出                       △    14,389      △       600 

  財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                            △   422,745           681,490 
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（単位：千円） 

                                         期     別  当連結会計年度  前連結会計年度 

                                                     平成14年4月 1日から   平成13年4月 1日から 

  項    目                                           平成15年3月31日まで  平成14年3月31日まで 

 Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額                       △    65,915            19,706 

 Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高                        1,530,717         1,511,011 

 Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高                        1,464,802         1,530,717 

 

 

(注) １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

（単位：千円） 

                           当連結会計年度  前連結会計年度 

                           平成15年3月31日現在  平成14年3月31日現在 

 現金及び預金勘定                                        1,564,802         1,530,717 

    預入期間３ヶ月超の定期預金             △  100,000                -- 

 現金及び現金同等物                                      1,464,802         1,530,717 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

［１］連結の範囲に関する事項 

    連結子会社１社 三倉運輸株式会社 

 

［２］連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と同一であります。 

 

［３］会計処理基準に関する事項 

  １．重要な資産の評価基準および評価方法 

   (1) 有価証券 

     その他有価証券 

       時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

り算定） 

       時価のないもの………………移動平均法による原価法 

      (2) たな卸資産 

       貯蔵品…………………………先入先出法による原価法 

  ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産………………………親会社は定率法（ただし、平成10年4月1日以降に 

                 取得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、 

三倉運輸(株)は定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産………………………定額法を採用しております。 

                 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に 

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によって 

おります。 

  ３．重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ 

                 いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 

                 については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金…………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額 

に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に 

                    おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、 

                    当連結会計年度末において発生していると認められる 

額を計上しております。数理計算上の差異は、その発 

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 

11年）による定額法により翌連結会計年度から費用処 

理することとしております。 

(4) 役員退職慰労引当金………………親会社の役員に対する退職金の支出に備えるため、 

                 内規に基づく要支給額を計上しております。 

  ４．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取 

     引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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  ５．その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

   (1) 消費税等の会計処理について 

      消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

    (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

        当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計 

基準第１号）を適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあ 

りません。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対 

照表及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しており 

ます。 

    (3) １株当たり当期純利益に関する会計基準等 

        当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会  

平成14年9月25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基 

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準適用指針第４ 

号）を適用しております。なお、これによる１株当たり当期純利益の算定に与える影響 

はありません。 

 

［４］連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

［５］利益処分項目等の取扱いに関する事項 

    連結剰余金計算書は、連結会社間の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処 

    分に基づいて作成しております。 

 

［６］連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

    連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引 

    き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 

    か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

表示方法の変更 

   連結キャッシュ・フロー計算書 

投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産の売却による収入」は、前連結会計 

年度は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記し 

ております。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「有形固定資産の売却に 

    よる収入」は2,043千円であります。 
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セ グ メ ン ト 情 報 

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

 

当連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）             (単位:千円) 

             物流事業 保険代理業 その他の事業     計    消去又は全社    連結     

 1.売上高及び営業損益 

 売  上  高 

 (1)外部顧客に対する売上高 5,059,100   221,952   141,365  5,422,418        --   5,422,418 

 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

   又は振替高                  --        --    28,869     28,869   (28,869)         -- 

      計          5,059,100   221,952   170,235  5,451,287   (28,869)  5,422,418 

 営 業 費 用        4,585,674   112,657   132,270  4,830,602   375,024   5,205,626 

 営 業 利 益          473,425   109,294    37,965    620,685  (403,893)    216,792 

 

 2.資産、減価償却費及び 

  資本的支出 

 資     産        9,145,891    90,106   217,736  9,453,734   226,844   9,680,578 

 減 価 償 却 費                 268,449     1,347    72,179    341,976     3,560     345,536 

 資 本 的 支 出                 466,646        --    90,671    557,317       952     558,269 

 

 

前連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）              (単位:千円) 

             物流事業 保険代理業 その他の事業     計    消去又は全社    連結 

 1.売上高及び営業損益 

 売  上  高 

 (1)外部顧客に対する売上高 5,015,955   213,776   162,854  5,392,587        --   5,392,587 

 (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

   又は振替高                  --        --    28,583     28,583   (28,583)         -- 

      計           5,015,955   213,776   191,438  5,421,170   (28,583)  5,392,587 

 営 業 費 用         4,470,204   122,783   149,890  4,742,878   409,512   5,152,391 

 営 業 利 益           545,751    90,993    41,547    678,292  (438,096)    240,195 

 

 2.資産、減価償却費及び 

  資本的支出 

 資     産         9,134,712   241,412   223,211  9,599,337   221,048   9,820,385 

 減 価 償 却 費                  317,571     7,960    70,474    396,006    18,384     414,390 

 資 本 的 支 出                1,156,126        --   102,989  1,259,115       985   1,260,101 
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（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業に属する主要な業務 

     (1)物流事業………………倉庫、運送等の業務 

     (2)保険代理業……………損害保険等の代理店業務 

     (3)その他の事業…………リース業、不動産賃貸業等の業務 

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年 

     度は438,096千円、当連結会計年度は403,893千円であり、親会社本社の管理部門に係 

     る費用であります。 

   ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度は221,048千 

     円、当連結会計年度は226,844千円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金 

     （預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

   本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

   連結子会社の海外売上がないため該当事項はありません。 
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リ ー ス 取 引 

 

       当連結会計年度               前連結会計年度         

  平成14年4月1日から平成15年3月31日まで    平成13年4月1日から平成14年3月31日まで 

 ○リース物件の所有権が借主に移転すると認め ○リース物件の所有権が借主に移転すると認め 

   られるもの以外のファイナンス･リース取引   られるもの以外のファイナンス･リース取引  

  

(借手側)                  (借手側)                  

 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計  1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 

  額相当額及び期末残高相当額                 額相当額及び期末残高相当額               

  工具器具及び備品                           工具器具及び備品                        

   (1)取得価額相当額     108,695千円     (1)取得価額相当額     112,474千円  

   (2)減価償却累計額相当額  63,435千円     (2)減価償却累計額相当額  23,160千円  

   (3)期末残高相当額     45,259千円     (3)期末残高相当額     89,314千円  

  ソ フ ト ウェア                                   ソ フ ト ウェア         

   (1)取得価額相当額      26,250千円     (1)取得価額相当額      26,250千円  

   (2)減価償却累計額相当額  11,005千円     (2)減価償却累計額相当額   4,870千円  

   (3)期末残高相当額     15,245千円     (3)期末残高相当額     21,380千円  

    合      計                            合      計                        

   (1)取得価額相当額     134,945千円     (1)取得価額相当額     138,725千円  

   (2)減価償却累計額相当額  74,441千円     (2)減価償却累計額相当額  28,030千円  

   (3)期末残高相当額     60,504千円     (3)期末残高相当額    110,695千円  

   (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末    (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末 

    残高が有形固定資産の期末残高等に占め     残高が有形固定資産の期末残高等に占め 

    る割合が低いため、支払利子込み法によ     る割合が低いため、支払利子込み法によ 

    り算定しております。                     り算定しております。                 

                                                                                         

 2.未経過リース料期末残高相当額              2.未経過リース料期末残高相当額             

    １ 年 内                 31,004千円     １ 年 内                 32,834千円  

    １ 年 超                 56,106千円      １ 年 超                 87,300千円  

    合            計         87,111千円     合            計        120,134千円  

  (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経   (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経 

    過リース料期末残高が有形固定資産の期     過リース料期末残高が有形固定資産の期 

    末残高等に占める割合が低いため、支払     末残高等に占める割合が低いため、支払 

    利子込み法により算定しております。          利子込み法により算定しております。   

                                                                                         

 3.支払リース料及び減価償却費相当額          3.支払リース料及び減価償却費相当額         

    支 払 リ ース料                 32,204千円     支 払 リ ース料                 42,561千円  

    減価償却費相当額     49,910千円     減価償却費相当額     28,691千円  

                                                                                         

 4.減価償却費相当額の算定方法                4.減価償却費相当額の算定方法               

    リース期間を耐用年数とし、「工具器具      リース期間を耐用年数とし、「工具器具  

    及び備品」は残存価額を零とする定率法     及び備品」は残存価額を零とする定率法 

    により、「ソフトウェア」は均等償却に      により、「ソフトウェア」は均等償却に  

    よっております。              よっております。           
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       当連結会計年度               前連結会計年度         

  平成14年4月1日から平成15年3月31日まで    平成13年4月1日から平成14年3月31日まで 

 ○リース物件の所有権が借主に移転すると認め ○リース物件の所有権が借主に移転すると認め 

   られるもの以外のファイナンス･リース取引   られるもの以外のファイナンス･リース取引  

(貸手側)                  (貸手側)                  

1.固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減価  1.リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

償却累計額及び期末残高  

  機 械 及 び装置                      機 械 及 び装置                     

    (1)取得価額            31,250千円     (1)取得価額            48,287千円  

       (2)減価償却累計額        22,431千円      (2)減価償却累計額        35,110千円  

       (3)期末残高            8,818千円      (3)期末残高           13,176千円  

    車両及び運搬具                      車両及び運搬具                     

       (1)取得価額           286,849千円      (1)取得価額           281,333千円  

       (2)減価償却累計額       190,472千円      (2)減価償却累計額       172,605千円  

       (3)期末残高           96,377千円      (3)期末残高          108,728千円  

  工具器具及び備品                           工具器具及び備品                        

   (1)取得価額             89,753千円     (1)取得価額            64,712千円  

   (2)減価償却累計額         40,887千円     (2)減価償却累計額        45,563千円  

   (3)期末残高            48,866千円     (3)期末残高           19,149千円  

  ソ フ ト ウェア                                   ソ フ ト ウェア                                

   (1)取得価額             19,150千円     (1)取得価額            20,596千円  

   (2)減価償却累計額         18,416千円     (2)減価償却累計額        16,032千円  

   (3)期末残高               733千円     (3)期末残高            4,563千円  

    合      計                            合      計                        

   (1)取得価額            427,003千円     (1)取得価額           414,929千円  

   (2)減価償却累計額        272,207千円     (2)減価償却累計額       269,312千円  

   (3)期末残高           154,795千円     (3)期末残高          145,617千円  

 2.未経過リース料期末残高相当額              2.未経過リース料期末残高相当額             

    １ 年 内                  80,609千円     １ 年 内                 85,491千円  

    １ 年 超                 130,980千円      １ 年 超                121,148千円  

    合            計                 211,590千円     合            計        206,640千円  

 3.受取リース料及び減価償却費及び受取利息相当額    3.受取リース料及び減価償却費及び受取利息相当額         

       受 取 リ ース料                113,092千円     受 取 リ ース料                116,989千円 

       減 価 償 却 費             60,028千円     減 価 償 却 費             59,611千円  

       受取利息相当額                 16,215千円    受取利息相当額               17,721千円 

 4.利息相当額の算定方法                   4.利息相当額の算定方法 

    利息相当額の各期への配分方法について    利息相当額の各期への配分方法について 

    は、利息法によっております。                は、利息法によっております。         

 ○オペレーティング・リース取引        ○オペレーティング・リース取引  

 (貸手側)                                    (貸手側)                        

  未経過リース料                               未経過リース料 

    １ 年 内                   9,574千円     １ 年 内                 10,446千円  

    １ 年 超                   2,511千円      １ 年 超                 11,040千円  

    合            計          12,085千円     合            計         21,486千円  
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関 連 当 事 者 と の 取 引 

 

親  会  社 

（単位：千円） 

  会社名    資本金   事業の内容    議決権等の       関 係 内 容     

  住 所                  被所有割合  役員の兼務等  事業上の関係  

                           工業薬品､ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ  直接  間接    なし     同社製品の保管な 

 日本曹達㈱    26,666,694  製品等の製造販売   49.4％ 4.5％        らびに運送引受他 

 東京都千代田区    取 引 内 容      取引金額       科  目      期末残高 

               営業取引  製品の保管・運                  受取手形及び 

              送等                  874,955   営業未収金         78,470 

 

 (注)１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       一般取引先と同様であります。 

   ２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
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税 効 果 会 計 

 

（単位：千円） 

                       当連結会計年度      前連結会計年度 

                                                 平成14年4月1日から  平成13年4月1日から 

平成15年3月31日まで 平成14年3月31日まで 

   

１．繰延税金資産および繰延税金負債の 

     発生の主な原因別の内訳 

 

(繰延税金資産) 

    賞与引当金繰入限度超過額                     40,628                  37,183      

    未払事業税否認                                3,461                   3,075 

    退職給付引当金損金不算入額                 213,046                 212,128 

    役員退職慰労引当金損金不算入額               24,413                  19,037 

        投資有価証券評価損損金不算入額              26,162                  29,603 

    会員権評価損損金不算入額                     18,728                  19,295 

    その他                                        6,326                  10,093 

    繰延税金資産合計                              332,767                 330,416 

   (繰延税金負債)      

    圧縮記帳積立金                              154,117                   2,428 

    その他有価証券評価差額金                     12,483                   5,082 

      繰延税金負債合計                              166,601                   7,511 

    繰延税金資産の純額                            166,166                 322,905 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の                              

   法人税等の負担率との差異の原因と                

   なった主な項目別の内訳                     

 

   法定実効税率                  41.0％          41.0 ％      

   (調整)                                                       

        交際費等永久に損金に算入されない項目                 1.9                         6.5          

    受取配当金等永久に益金に算入されない項目             △  0.2                  △ 1.4 

住民税均等割等                                 2.3                     8.5 

    その他                                         1.1                     1.4 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率                 46.1                     56.0 

 

 ３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正額 

   地方税法の改正（平成16年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、平成16年4 

   月1日以後に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算には、改正後の法定実効 

税率40.0％を使用しております。これに伴い、当期末の繰延税金資産（繰延税金負債を控除 

した額）が4,180千円減少し、当期に計上された法人税等調整額が同額増加しております。 

また、有価証券の時価評価では、繰延税金負債が312千円減少しております。 
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有 価 証 券 の 時 価 等 

 

当連結会計年度（平成15年3月31日現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

         区   分             取 得 原 価     連結決算日における      差   額 

連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えるもの 

       株          式             35,776              68,776              33,000 

       債          券                 --                  --                  -- 

       そ     の     他                 --                  --                  -- 

        小         計               35,776              68,776              33,000 

連結貸借対照表計上額が取得 

 原価を超えないもの 

       株           式             24,787              22,996         △    1,791 

       債           券                 --                  --                  -- 

       そ     の     他              4,971               4,971                  -- 

        小         計               29,759              27,967         △    1,791 

        合         計               65,536              96,744              31,208 

(注)１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損 

   処理を行い、投資有価証券評価損44,241千円計上しております。 

 

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

        売  却  額                       売却損の合計額 

                                   5,890                                       9,408    

 

３．時価評価されていない有価証券 

   その他有価証券 

（単位：千円） 

        内     容                     連結貸借対照表計上額 

  非上場株式（店頭売買株式は除く）                                            379,253    

(注)１．当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損25,540千円を計上してお 

ります。 
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前連結会計年度（平成14年3月31日現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

         区   分             取 得 原 価     連結決算日における      差   額 

連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額が取得 

原価を超えるもの 

       株          式             35,659              76,465              40,805 

       債          券                 --                  --                  -- 

       そ     の     他                 --                  --                  -- 

        小         計               35,659              76,465              40,805 

連結貸借対照表計上額が取得 

 原価を超えないもの 

       株           式             78,810              54,029         △   24,781 

       債           券                 --                  --                  -- 

       そ     の     他              9,987               6,360         △    3,627 

        小         計               88,798              60,389         △   28,408 

        合         計              124,458             136,854              12,396 

(注)１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損 

   処理を行い、投資有価証券評価損72,203千円計上しております。 

 

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

        売  却  額                       売却益の合計額 

                                  28,411                                       8,411    

 

３．時価評価されていない有価証券 

   その他有価証券 

（単位：千円） 

        内     容                     連結貸借対照表計上額 

  非上場株式（店頭売買株式は除く）                                            405,294    
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 

 

  当連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで） 

        当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

  前連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで） 

        当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

 

退 職 給 付 会 計 

 

当連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで） 

 

１．採用している退職給付制度 

   当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金 

  制度を設けております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

     イ．退職給付債務                      △   750,084 

     ロ．年金資産                                                  108,743 

     ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                         △   641,341 

     ニ．未認識数理計算上の差異                                     36,984 

     ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）                         △   604,357 

（注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３． 退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

     イ．勤務費用                          39,636 

     ロ．利息費用                                                   19,899 

     ハ．期待運用収益                                         △     4,624 

     ニ．数理計算上の差異の費用処理額                                1,463 

     ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）                         56,374 

          （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上して 

おります。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

     イ．退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 

     ロ．割引率               2.8％ 

     ハ．期待運用収益率           5.0％ 

     ニ．数理計算上の差異の処理年数     11年（発生時の従業員の平均残存勤務年 

                         数による定額法により、翌連結会計年度か 

                         ら費用処理することとしております。） 
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前連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで） 

 

１．採用している退職給付制度 

   当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金 

  制度を設けております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

     イ．退職給付債務                      △   727,377 

     ロ．年金資産                                                   92,476 

     ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）                         △   634,901 

     ニ．未認識数理計算上の差異                                     15,407 

     ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）                           △   619,493 

     （注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３． 退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

     イ．勤務費用                          40,182 

     ロ．利息費用                                                   19,659 

     ハ．期待運用収益                                         △     4,393 

     ニ．数理計算上の差異の費用処理額                                  701 

     ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）                         56,149 

          （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上して 

おります。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

     イ．退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 

     ロ．割引率               2.8％ 

     ハ．期待運用収益率           5.0％ 

     ニ．数理計算上の差異の処理年数     11年（発生時の従業員の平均残存勤務年 

                         数による定額法により、翌連結会計年度か 

                         ら費用処理することとしております。） 
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生産、受注及び販売の状況 

 

セグメント別営業収益 

（単位：千円） 

                        期    別    当連結会計年度    前連結会計年度 

                                   平成14年4月 1日から   平成13年4月 1日から     比 較 増 減 

  事業の種類別セグメントの名称            平成15年3月31日まで  平成14年3月31日まで 

 

  物 流 事 業                        5,059,100         5,015,955            43,144 

  保 険 代 理 業                          221,952           213,776             8,175 

  そ の 他 の 事 業                          141,365           162,854      △    21,488 

 

     合    計               5,422,418         5,392,587            29,831 

 (注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．主な相手先別の営業収益及び総営業収益に対する割合 

                        期  別     当連結会計年度          前連結会計年度    

  相 手 先              営業収益    割合(％)     営業収益   割合(％) 

   日  本  曹  達 ㈱        874,955       16.1         672,391      12.5 
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